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【1868 年】（慶応 3年 12月 7日から明治元年 11月 18日まで）
補遺 7．「関東諸県ヲシテ村鑑帳ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 10月，第 858）（11月 14日から 12月
13日）【災害予防】
補遺 8．「官軍ニ臨時金穀ヲ調達セシ藩々ハ査点書ヲ会計官ニ進致セシム」（明治元戊辰年 10月 22日，
第 881）（12月 5日）【罹災者救援】
【1869 年】（明治元年 11月 19日から明治 2年 11月 29日まで）




8．「治河及諸普請等ニ刑法官監察ヲシテ出張セシム」（明治 2己巳年 2月 2日，第 97）（3月 14日）
【災害予防】【組織職掌】
9．「府県施政順序ヲ定ム」（明治 2己巳年 2月 5日，第 117）（3月 17日）【罹災者救援の備え】【罹
災者救援】【組織職掌】
10．「郷帳大積明細帳村鑑帳等ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 2月 23日，第 198）（4月 4日）【災害予防】
11a．「甲州川々普請ヲ会計官ニ委任ス」（明治 2己巳年 2月 25日，第 209）（4月 6日）【災害予防】【組
織職掌】
11b．「甲州川々普請ニ付刑法官監察司ヲシテ出張セシム」（明治 2己巳年 2月 25日，第 210）（4月
井上　洋 223
6日）【災害予防】【組織職掌】
12．「葛飾県以下七県新ニ工事ヲ興ス者ハ姑ク他日ヲ待タシム」（明治 2己巳年 3月 17日，第 292）（4
月 28日）【災害予防】
13a．「民部官ヲ置キ神祇官以下六官ニ定メ従来弁事ヘ差出ノ願伺等六官ニ進致セシム」（明治 2己
巳年 4月 8日，第 346）（5月 19日）【組織職掌】
13b．「民部官職掌ヲ定ム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 348）（5月 19日）【組織職掌】
14．「府県及預所アル諸藩ヲシテ平均租税額並諸費用等ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 4月 27日，
第 398）（6月 7日）【災害予防】











（明治元戊辰年 4月 7日，第 220）の項においてすでに述べたので，そちらを参照されたい。また，
本件と合わせて，「郷帳大積明細帳村鑑帳等ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 2月 23日，第 198）の項（後
掲）も，見よ。









































第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），29―30頁。
※ 2　9月 28，29日の議決については，前掲の，「関東諸県租税ノ徴収旧政府引付ヲ以テ査点セシム」（明治元戊辰
年 9月 28日，第 796）および「韮山県及関東諸県ヲシテ旧旗下上知村々本年貢租ヲ徴収セシム」（明治元戊辰
年 9月 29日，第 798）を，参照せよ。
【1869 年】






























































※ 1　「新規定免同運上冥加並年季切換等伺届方ヲ定ム」（明治 3庚午年正月 23日，第 48）。
※ 2　「郷帳案ヲ定ム」（明治３庚午年 5月晦日，第 380）。
※ 3　「関東諸県諸運上冥加永当分徴収ヲ須ヒス」（明治 2己巳年正月 12日，第 35）。
※ 4　「御林帳様式ヲ頒チ録上セシム」（明治 3庚午年 3月，第 254）。
※ 5　「辰年租税勘定帳ニ対照ノ書類ヲ進致セシム」（明治 3庚午年 3月 25日，第 236）。
※ 6　「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）。
※ 7　「鉱山開採ヲ許シ府藩県管内鉱山ノ採出額ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 2月 20日，第 177）。
※ 8　「府藩県管内開墾地規則ヲ定ム」（明治 3庚午年 9月 27日，第 630）。
※ 9　「貢米廻送船難破漂着ノ節取扱方ヲ定ム」（明治 3庚午年 6月，第 428）。
※ 10　「貢米廻漕船難破之節運賃渡方規則」（明治 3庚午年 7月，第 506）。
※ 11　「県官人員䮒常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 676）。
※ 12　「御取箇郷帳ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 9月 18日，第 897）。
※ 13　「勘定帳記載方ヲ定ム」（明治 3庚午年 3月 7日，第 179）。
※ 14　「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）。































具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）。
※ 20　たとえば，「洪水暴溢ニ付会計官出張賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 5月 24日，第 419），「天災兵害ノ余
ニ付府藩県ヲシテ便宜賑恤ヲ施行セシム」（明治元戊辰年 6月 22日，第 502）。
※ 21　明治 13（1880）年備荒儲蓄法（明治 13年 6月 15日，太政官布告第 31号）に至るまでのこの分野の法令の












民一時救助規則［（明治 8年 7月 12日，太政官達第 122号）］を廃止した。斯の如くにして窮民救助に関する
事務は全然府県の管掌に移され，政府は明治 13年度下半期以後（即ち明治 14年 1月以降）救助貸附金の支出
を廃止した。即ち明治政府の貸附金としての救助貸は此時を以て終ったのである。而して明治元年以降 13年
末の廃止に至る間に支出された救助貸附金の総額は約 700万円に達したのである。」（吉川秀造「明治政府の貸
附金（二）」，京都大学『経済論叢』，第 29巻，第 5号，1929年 11月，118―119頁。引用文中の窮民一時救助
























1956年 12月，82頁も見よ）。金穀出納所は，慶応 3年 12月 27日に京都学習院内に設けられた明治政府最初
期の金穀出納機関である―ただし職制上に定められた機関ではなかった―（「金穀出納所ヲ置ク」，慶応 3
丁卯年 12月 27日，第 33，および，大蔵省百年史編集室（編）『大蔵省百年史 上巻』，大蔵財務協会，1969年
10月，13頁）。
2．本達において関東府県の「夫食種籾農具等諸拝借其外御救筋」についてその棄捐が宣せられて
以降については，次のようである。明治 3年 7月 5日，民部省より，預所ある諸藩に対して，「諸




































   金二百匹宛
 八十歳以上
   金三百匹宛
 九十歳以上
   金五百匹宛
 孝養之聞ヘ有之者ヘ
   金千匹宛
  又ハ 　二千匹
   　二百匹モ有之
 忠孝兼備之者ヘ
   金二千匹
  又ハ 　　千匹
 貞操ヲ守孝養ヲ尽之者ヘ
   金二千匹
 奉公誠実
   金三百匹
   同五百匹
   同千匹




   金三百匹
  又ハ 　五百匹
 平日心得方厚ク正直商売致シ常ニ難渋ノ者ヘ憐ミ深キ者ヘ
   金五百匹
  又ハ 　三百匹
   　千匹モ有之
 極難渋人中難渋人水害潰レ家等ヘハ
   金若干ツヽ


































※ 1　本件に関して，『大蔵省沿革志』営繕寮の部明治 2年 2月 2日条は，「刑法官ニ令シ監査官員ヲ差撥シテ治河
営繕等ノ工事ヲ監視セシメ，細小ノ営繕ハ本官［会計官］東京支衙之ヲ管理ス」と記す（大蔵省記録局（編）『大
蔵省沿革志（下巻）』，所収，大内兵衛・土屋喬雄（編）『明治前期財政経済史料集成　第三巻』，原書房，1978




テ監察官員ヲ差遣セシム」（同上）。これは，日付としては，本沙汰より前のものである（明治 2年 1月 20日）。
この利根川堤防の事例は，本件発布以前に，すでに，会計官が命じられた治水工事に対し，刑法官監察司が工
事監察のため出張するという手続きが存在していたことを示す。
※ 3　「甲州川々普請ヲ会計官ニ委任ス」（明治 2己巳年 2月 25日，第 209），「甲州川々普請ニ付刑法官監察司ヲシ











































※ 5　「刑法官ヲシテ諸官府県ヲ監察セシムルヲ予知セシム」（明治 2己巳年 2月 9日，第 141）。これに関しては，「太
政官日誌」，明治己巳第十五号，自二月七日至九日，所収，石井良助（編）『太政官日誌 第三巻』（東京堂出版，






※ 6　「府県施政順序ヲ定ム」（明治 2己巳年 2月 5日，第 117）（次掲）。











正台ヲ置キ官員ヲ定ム」，明治 2己巳年 5月 22日，第 470，板垣哲夫「弾正台（明治 2・5～ 4・7）における
政治動向」，『日本歴史』，第 356号，1978年 1月，95頁，菊山正明「明治初年の司法改革―司法省創設前史―」，





言した（内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職門 七至九 官制 神祇省教部省民部省内務省』，［内閣記録局］，
1889年 12月，37頁）。これは弾正台の行政監察の向きをよく示すものである（この件については，「民部省大
蔵省分省セシム」，明治 3庚午年 7月 10日，第 457の項（後掲）において，詳しく論じている）。
※ 8　刑法官監察司は明治 2年 5月 22日に廃止されるが，その廃止にともない「監察司を拡張，独立させたもの」
として弾正台が設けられた（上述）。今，その設立の経緯を板垣哲夫の研究に拠って整理すると，次のようで
ある。明治元年閏 4月 21日の政体書官制の下設置された刑法官は「権限の小さい官職として軽視され」る向











京都支台の設置は，京都監察司が廃された明治 2年 8月 17日のことである）。弾正台設置の経緯を眺めてみる
と，その推進勢力は海江田信義を中心とする京都刑法官で，出発点から「反開明派的，守旧的」志向を強くもっ
ていたことがわかる。











































































※ 3　「京都府規則ヲ府藩県ニ頒示シ意見ヲ上陳セシム」（明治元戊辰年 8月 5日，第 610），参照。
※ 4　『大蔵省沿革志』の方では第 6款は次のように書かれている。「第六，凶荒ニ予備ス，常平倉等ノ遺法ニ傚ヒ
部内ノ人口ヲ計量シ漸次ニ凶荒ヲ済フノ予備法ヲ立定ス」（大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，43頁）。






















※ 5　「府県施政順序」を作成したのは，広沢真臣である。「明治 2年 1月付岩倉具視宛三条実美書簡」には，「府
県規則広沢献言ノ通治定，猶注則書同人作進申付候」とある（立教大学日本史研究会（編）『大久保利通関係














※ 7　半年後の明治 2年 7月 27日発布の府県奉職規則になると，災害予防あるいは災害復旧工事に関する規定（「堤
















































らないということである。版籍奉還はこの年の 6月 17日のことであるが※ 11，「府県施政順序」が




















※ 11　「諸藩版籍奉還ノ請ヲ聴ス」（明治 2己巳年 6月 17日，第 543），「版籍奉還ヲ請ハサル諸藩ニ奉還ヲ命ス」（明



















































※ 14　「宍戸璣関係文書」，書類 52の 4，国立国会図書館憲政資料室。佐々木克「維新政権の官僚と政治―広沢真臣
について―」，123頁より重引。括弧内は佐々木克による。
※ 15　「民部省規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 674）。
※ 16　「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）。
※ 17　広沢真臣と大隈重信らとの地方政策をめぐる対抗については，後掲の「民部省大蔵省分省セシム」（明治 3
庚午年 7月 10日，第 457）の項を参照せよ。






























定ム」（明治元戊辰年 12月 24日，第 1144）。本件に関しては，『大蔵省沿革志』租税寮の部明治 2年 2月 23
日条に「府県ヲシテ郷帳，大積明細帳及ヒ村鑑帳ヲ録上セシム」との記事がある。あわせて参照されたい（大
蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，227頁）。


























べきことは，明治 2年 2月 2日に発された達「治河及諸普請等ニ刑法官監察ヲシテ出張セシム」（明



















官人員幷常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 676）の参照が求められているから，これは県
官人員並常備金規則を指していると解される。県官人員並常備金規則は本件発出の約 3か月後，明





















※ 2  　参照，「県官人員幷常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 676），および「府県常備金規則説明」（明治 2
第二百九十二
明治前期の災害対策法令（その 3）242
己巳年 12月 2日，第 1112）。
※ 3　この規定につき，とくに「府県常備金規則説明」（明治 2己巳年 12月 2日，第 1112）を参照。
【註 2】本達について，ひとつ，つじつまが合わない点があるので，それを指摘しておく。
　本達は明治 2年 3月 17日に民部官が発出したと，『法令全書』には書かれている。しかし，民部
官の設置は明治 2年 4月 8日であるから※ 4，これはつじつまが合わない。3月 17日という日付が誤っ
ているか，それとも民部官発出という発出主体の記載が誤っているか※ 5，どちらかであろう。










※ 1　「職員令並官位相当表」（明治 2己巳年 7月 8日，第 622）。
※ 2　「諸願伺届等官省関係ノ事件十一月ヨリ総テ弁官ニ進致セシム」（明治 3庚午年閏 10月 7日，第 721）。





























※ 5　参照，「民部官職制ヲ定ム」（明治 2己巳年 6月 4日，第 503）（後掲）。
※ 6　参照，「会計官駅逓司ヲ民部官ニ属セシム」（明治 2己巳年 4月 29日，第 407），「会計官駅逓司ヲ民部官ニ属
ス」（明治 2己巳年 4月 29日，第 408）。
※ 7　佐々木克は，「明治 2年 4月 8日の民部官の設置は，直轄地の拡大とそれに伴う，行政事務の増加から，専
管機関の設置が必然的に要求され，実現をみたものである」と記している（佐々木克「『民・蔵分離問題』に












※ 8　広沢真臣は，明治元年正月 19日に内国事務掛，2月 20日に微士参与職内国事務局判事，5月 23日に京都府











（編）『広沢真臣日記』（東京大学出版会，1973年 11月，覆刻版，原本の刊行は 1931年 11月），195―221頁を
参照のこと。また，この時期にとどまらない，維新政権の官僚としての広沢真臣の仕事については，佐々木克
「維新政権の官僚と政治―広沢真臣について―」および同「版籍奉還の思想―広沢真臣を中心に―」が参照さ







※ 10　『内務省史』は，二点目に関し，「［明治政府は］明治 2年 4月には太政官に民部官を設置し，民部官に五司
を定めて，道路・橋梁・堤防等の事務は，その中の土木司が掌ることとなった」と述べている（大霞会（編）『内
明治前期の災害対策法令（その 3）244
務省史 第三巻』，地方財務協会，1971年 6月，6頁）。尚，人事の面では，5月 22日に会計官営繕司知事の安
永又吉（弥行）が，民部官土木司知事に転任している（大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（下巻）』，306頁）。
民部官の所掌事務に関しては，次掲の「民部官職掌ヲ定ム」（明治 2己巳年 4月 8日，第 348）も見よ。
















































ヲ請フ」※ 15内容の，明治 2年 4月 6日付岩倉具視宛書簡において，当時の政府の危機的状況を次
のように書いたのである※ 16。
当地［東京］形勢東下之後見聞仕候処内外実以不容易
0 0 0 0 0 0 0
之情態ニ面殆ト瓦解之
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
色相顕れ此体ニ而は




0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
危急存亡之秋と唯々焦
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
思苦慮仕浩歎ニ不堪候




0 0 0 0 0 0 0
協力規律法度被相立候






0 0 0 0
情態なり
0 0 0 0
右之如くニ内外之憂患眼前ニ迫り四方人心旧政
0 0 0 0 0 0
府を慕ふの心弥相生し
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
新政府之
0 0 0 0
失体を軽侮之
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に墜皇風不振其危累卵















































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，実ニツンボニ御座候
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年 4月 18日，第 365，東京大学史料編纂所（蔵版）『維新史料綱要 巻十』，東京大学出版会，1967年 2月，覆
刻版，原本の刊行は 1939年 2月，90頁）（ただし，行政官会議は 5月 12日に取り消された。参照，松尾正人
「明治初年の政情と地方支配」，44頁）。また，政府の組織的基礎を固める法令として，「民部官職掌ヲ定ム」（明
治 2己巳年 4月 8日，第 348），「会計官職制章程ヲ定ム」（明治 2己巳年 5月 8日，第 425），「民部官職制ヲ定
ム」（明治 2己巳年 6月 4日，第 503）が相次いで発され，その流れは 7月の官制改革（「職員令並官位相当表」，
明治 2己巳年 7月 8日，第 622），さらに「民部省規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 674），「府県奉職規則」（明
治 2己巳年 7月 27日，第 675），「県官人員幷常備金規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 676）へと続いた。
※22　民部官は，さっそく東京府知事・葛飾知県事を呼び出して小金原開墾問題について打ち合わせたり（4月22日），
府県の知事判事等を集めて会議を開く（4月 28日，5月 3日，6月 3日）など，府県事務の総轄官庁として実
質的な仕事を始めて行った（日本史籍協会（編）『広沢真臣日記』，201，202―203，214頁）。
　下総国小金原等開墾については，内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職門 七至九 官制 神祇省教部省
民部省内務省』，29―30頁，および農林大臣官房総務課（編）『農林行政史 第一巻』（農林協会，1957年 3月），
652―653頁を参照せよ。政府は，「窮民授産制度にもとづき，千葉県印旛郡小金原，香取郡佐倉原の旧幕府の
両牧地 1万 3千余町歩に東京府下の窮民男女 1万余人を土着せしめ，1戸当り 3町歩を割当て，3ヵ年にて開
墾を成功せしめ［ることとし］，その授産費として 1戸当り 30両を 6ヵ年賦返済の方法にて貸付け，自作農家
の扶殖と新農村建設」をはかった（農林大臣官房総務課（編）『農林行政史 第一巻』，652頁）。これが小金原
等開墾である。小金原等開墾は当初は東京府所管の事業とされたが（「東京府ヲシテ無産ノ徒ヲ小金原ノ開墾
ニ使役セシム」，明治 2己巳年 3月 10日，第 269）（明治 2年 3月東京府に開墾役所設置），5月 3日に民部官
内に開墾局が設けられたことにともなって同局にその事務が移された（「下総国小金原其外開墾之儀兼テ其府
［東京府］ヘ取扱被　仰付置候処今度開墾局ヲ被置民部官ヘ付属被　仰付候間此旨相達候事」）（「開墾局ヲ置キ
民部官ニ属ス」，明治 2己巳年 5月 3日，第 416，「東京府管轄小金原開墾事務ヲ民部官ニ属ス」，明治 2己巳




























※ 3　「神祇外四官ヲシテ規則ヲ取極メ開申セシム」（明治 2己巳年 4月 10日，第 352），参照。
2．ところで，民部官の新設は，それ以前に内政・財務を包括的に担当していた会計官との間で，
権限の交錯を生み出すことになった。そこで，両者の間の権限紛争を未然に防ぐために，会計官と

















※ 6　「県治条例中窮民一時救助規則ヲ廃シ更ニ同規則ヲ定ム」（明治 8年 7月 12日，太政官達第 122号）。




























































※ 5　「関東諸県ヲシテ村鑑帳ヲ進致セシム」（明治元戊辰年 10月，第 858），「取箇帳幷村方渡米金取調帳様式ヲ定
ム」（明治元戊辰年 12月 18日，第 1100），「郷帳大積明細帳村鑑帳等ヲ進致セシム」（明治 2己巳年 2月 23日，
第 198），「府県川々官普請ノ箇所ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 731），「川々堤防等官普請自普
請ノ区別ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 732）。
※ 6　この論点に関し，とくに，「府県川々官普請ノ箇所ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 731）および
「川々堤防等官普請自普請ノ区別ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 8月 13日，第 732）の二項（後掲）を参照せよ。














河規則］，治河規則の遵守を求める内容の「治河規則ニ違犯ノ者無カラシム」（明治 3庚午年 6月 15日，
第 408）が続き，そして明治 4年 2月の治水条目に至る※ 1。治水条目は 9条からなる規則で，その
すべてが河川警察的規定というわけではないが，明治初年のこの分野の規則のなかではもっともま
とまったものである。
※ 1　「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）。尚，ここに挙げた 3件とも後掲。
